
平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,780 円 2,866 円

3,780 円 2,777 円

3,675 円 2,759 円

事 業 名 ： 特定環境保全公共下水道事業

若桜町下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 若桜町

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成10年度
（供用開始後　18年経過）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

*1　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*2　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

法非適用企業

処 理 区 域 内 人 口 密 度 22.2 人/ha
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
流域下水道等への接続なし

処 理 区 数 2区域

処 理 場 数 2箇所

広域化・共同化・最適化
実施状況

実施していません。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

条 例 上 の 使 用 料 *1
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

平成27年度

実 質 的 な 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

平成27年度

平成26年度 平成26年度

平成25年度 平成25年度

世帯割 世帯員割

＋  1人につき　500円 ＝ 使用料

 1人増すごとに　500円加算
2,000円

水量 使用料 水量 使用料 使用料

10㎥まで 2,000円 1㎥につき 120円

基本料金 超過料金

＋ ＝



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

職 員 数
本町の特定環境保全公共下水道事業は、町土整備課地域整備係の職員1人が運営に携わって
います。

*3　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*4　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

　処理場の運転管理等を民間委託しています。

 イ　指定管理者制度 　実施していません。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 　実施していません。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
（下水熱・下水汚泥・発電等） *3

　実施していません。

 イ　土地・施設等利用
（未利用土地・施設の活用等）
*4

　実施していません。

事 業 運 営 組 織

　平成28年度に策定・公表した、平成27年度決算「経営比較分析表」を添付しています。
　経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経年比較や他公営企業との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行
うことにより、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することができます。

町土整備課

地域整備係

住宅水道係



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別紙のとおり

①収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

■財源の目標に関する事項
　現在の下水道事業は、多額の地方債の償還金等に充てるため、一般会計からの繰入に頼っている状況です。公営企業は自己
の収支で採算をとる独立採算制を原則とした事業体であるため、事業運営を一般会計からの繰入に頼っている現況は適切では
ありません。一般会計からの繰入を極力減らし適正な事業運営を行うため、使用料収納の徹底や接続率の向上、抜本的な使用
料の改定により自己財源の確保に努めます。

■使用料の見通し、使用料の見直しに関する事項
　本町の特定環境保全公共下水道事業は、既に整備を完了しているため、使用料収入の大幅な増加は見込めません。計画期間
中の使用料収入は微減となる計画としていますが、適切な事業運営を継続的に行うためには、使用料の改定が必要な状況です。

■職員給与費に関する事項
　過去5年間の職員給与費の平均をもとに、計画期間中の費用を算出しました。

■動力費に関する事項
　過去5年間の動力費の平均をもとに、計画期間中の費用を算出しました。

■薬品費に関する事項
　過去5年間の薬品費の平均をもとに、計画期間中の費用を算出しました。

■修繕費に関する事項
　過去5年間の修繕費の平均伸び率をもとに、計画期間中の費用を算出しました。

■委託費に関する事項
　過去5年間の委託費の平均をもとに、計画期間中の費用を算出しました。

　本町の人口は戦後のベビーブームにより1960年（昭和35年）に9,616人でピークを迎え、それを境に減少に転じ、2017年（平成29
年）1月では、ピーク時の35％となる3,432人にまで減少しています。今後の本町の人口の推移は、国立社会保障・人口問題研究
所による推計によると、2030年（平成42年）には2,500人を切り、2060年（平成72年）には1,000人を下回るという結果となっていま
す。
　人口の減少は料金収入の減少に直結し、下水道事業運営に関わる大きな問題となります。将来世代にわたり、安全・安心・快適
な生活を提供するため、経営基盤の強化や計画的な維持管理・更新を図り、適正な下水道事業運営に努めることを基本方針とし
ます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

■投資の目標に関する事項
　本町の特定環境保全公共下水道事業は、既に整備を完了しているため、計画的な維持管理・更新を行うことを目標とします。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

広域化・共同化・最適化に関する事項 　本町の諸条件に見合った取り組みを、随時検討します。

投資の平準化に関する事項
　計画的な、維持管理・更新を行うべく、投資の平準化につながる取り組みを随
時検討します。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　PPP/PFIの実施は計画していませんが、業務効率の向上・コストの削減につ
ながる取り組みを、国や他団体の動向を注視しながら随時検討します。

その他の取組

使用料の見直しに関する事項

　計画では、使用料の見直しを含めていませんが、人口減少に伴う使用料収入
の減少、更新コストの増大により、下水道事業を取り巻く環境は厳しいものとな
ることが予想されます。経営基盤の強化を図り、適正な事業運営を行うために
は、抜本的な使用料の改定を行う必要があります。

資産活用による収入増加
の取組について

　資産活用による収入増加の取り組みは計画していませんが、採算性を念頭に
置き、本町の諸条件に見合った取り組みを随時検討します。

その他の取組
　使用料収納の徹底、水洗化率の向上、本町にとって有利な財源の確保など、
適正な事業運営に努めます。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理

者制度、PPP/PFIなど）

　採算性を念頭に置き、業務効率の向上、コスト削減につながる取り組みを随
時検討・実施します。

職員給与費に関する事項
　計画期間中の職員数の変更は計画していませんが、業務内容の変化など必
要に応じて、職員数の増減を検討します。

動力費に関する事項 　電力自由化など、経費削減につながる取り組みを随時検討します。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　経営戦略の事後検証は、総務省より通知されました、「公営企業の経営に当たっての
留意事項について」を基に各年度末に行います。また見直し（ローリング）についても5年
毎に実施して参ります。

　包括的民間委託等により、経費削減の可能性を随時検討します。薬品費に関する事項

修繕費に関する事項 　下水道サービスの安定的な提供のために、計画的な修繕を行います。

委託費に関する事項
　採算性を念頭に置き、業務効率の向上、コスト削減につながる取り組みを随
時検討・実施します。

その他の取組
　使用料収納の徹底、水洗化率の向上など、財源の確保につながる経費につ
いて随時検討・実施します。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　人口減少に伴い収入の減少傾向が予想されるが、
長寿命化計画に基づく施設更新・改修による整備費
用が増加している。
　このため、収入確保及び汚水処理費の削減等によ
る一層の経営改善が必要と考えられる。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　平成22年に管渠の改善をおこなって以降、更新は
おこなわれていなかったが、平成27年度より長寿命
化計画に基づく施設の更新・改修をおこなってい
る。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　単年度の収支は赤字であるが、収益的収支比率は
右肩上がりであり、改善傾向であることから、今後
も収支比率はある程度まで改善されていく事が予想
される。
　しかし、Ｈ２７年度より長寿命化計画に伴う施設
更新・改修による整備費用が新たに必要になってお
り、企業債残高対事業規模比率が減少傾向から一転
増加していることなどから、収支比率の改善が将来
的に続いていくわけではない。
　よって、今後も経費回収率、汚水処理原価等の改
善は困難であることから、適正な使用料収入確保及
び汚水処理費の削減等による一層の経営改善が必要
と考えられる。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 80.28 100.00 3,780 2,797 1.26 2,219.84 【】

17.60 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 3,505 199.18

経営比較分析表
鳥取県　若桜町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.05 0.05 0.05 0.04 0.15

38.00

39.00

40.00

41.00

42.00

43.00

44.00

45.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 40.56 41.30 41.69 43.69 44.59

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 1,457.15 1,389.13 1,120.79 1,200.12 1,789.98

平均値 1,835.56 1,716.82 1,569.13 1,436.00 2,101.98

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 44.84 45.00 48.14 43.35 47.27

平均値 52.89 51.73 64.63 66.56 66.22

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 334.53 318.89 286.68 320.37 303.21

平均値 300.52 310.47 245.75 244.29 246.72

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 36.24 37.60 39.59 39.00 38.14

平均値 36.80 36.67 43.65 43.58 41.35

60.00

65.00

70.00

75.00

80.00

85.00

90.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 76.22 78.32 81.17 83.24 85.09

平均値 71.62 71.24 82.20 82.35 82.90

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【2,141.13】

【81.28】【40.31】【250.25】【64.73】

【0.18】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

1 (A) 75,267 70,565 66,992 65,889 65,070 64,309 63,334 62,382 61,449 60,531 59,670 58,883 58,292

（１） (B) 43,697 44,370 44,030 43,781 43,534 43,288 43,043 42,800 42,558 42,318 42,079 41,841 41,605

ア 43,694 44,208 43,958 43,709 43,462 43,216 42,971 42,728 42,486 42,246 42,007 41,769 41,533

イ (C)

ウ 3 162 72 72 72 72 72 72 72 72 72 72 72

（２） 31,570 26,195 22,962 22,108 21,536 21,021 20,291 19,582 18,891 18,213 17,591 17,042 16,687

ア 31,570 26,195 22,962 22,108 21,536 21,021 20,291 19,582 18,891 18,213 17,591 17,042 16,687

イ

２ (D) 75,267 70,565 66,992 65,889 65,070 64,309 63,334 62,382 61,449 60,531 59,670 58,883 58,292

（１） 55,865 52,795 50,761 50,959 51,168 51,389 51,623 51,870 52,132 52,409 52,702 53,012 53,340

ア 6,505 6,664 7,145 7,145 7,145 7,145 7,145 7,145 7,145 7,145 7,145 7,145 7,145

イ 49,360 46,131 43,616 43,814 44,023 44,244 44,478 44,725 44,987 45,264 45,557 45,867 46,195

（２） 19,402 17,770 16,231 14,930 13,902 12,920 11,711 10,512 9,317 8,122 6,968 5,871 4,952

ア 19,402 17,770 16,231 14,930 13,902 12,920 11,711 10,512 9,317 8,122 6,968 5,871 4,952

イ

３ (E) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 (F) 96,994 100,639 56,997 190,009 140,090 33,260 32,067 31,032 30,726 31,375 31,406 30,087 28,829

（１） 6,400 8,700 43,500 48,000

（２） 96,481 87,399 39,141 36,575 33,990 33,160 31,967 30,932 30,626 31,275 31,306 29,987 28,729

（３）

（４）

（５） 6,480 9,056 109,834 58,000

（６） 513 360 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

（７）

２ (G) 96,994 100,639 85,067 216,239 164,466 57,040 54,991 53,215 52,689 53,803 53,856 51,592 49,432

（１） 12,965 17,820 153,334 106,000

（２） (H) 96,994 87,674 67,247 62,905 58,466 57,040 54,991 53,215 52,689 53,803 53,856 51,592 49,432

（３）

（４）

（５）

３ (I) 0 0 △ 28,070 △ 26,230 △ 24,376 △ 23,780 △ 22,924 △ 22,183 △ 21,963 △ 22,428 △ 22,450 △ 21,505 △ 20,603

平成38年度平成37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成34年度 平成35年度 平成36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
平成38年度平成37年度本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

(J) 0 0 △ 28,070 △ 26,230 △ 24,376 △ 23,780 △ 22,924 △ 22,183 △ 21,963 △ 22,428 △ 22,450 △ 21,505 △ 20,603

(K)

(L)

(M)

(N) 0 0 △ 28,070 △ 26,230 △ 24,376 △ 23,780 △ 22,924 △ 22,183 △ 21,963 △ 22,428 △ 22,450 △ 21,505 △ 20,603

(O)

(P) 0 0

(Q) △ 28,070 △ 26,230 △ 24,376 △ 23,780 △ 22,924 △ 22,183 △ 21,963 △ 22,428 △ 22,450 △ 21,505 △ 20,603

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(S) 43,697 44,370 44,030 43,781 43,534 43,288 43,043 42,800 42,558 42,318 42,079 41,841 41,605

（T)

(U)

(V) 43,697 44,370 44,030 43,781 43,534 43,288 43,043 42,800 42,558 42,318 42,079 41,841 41,605

(W)

(X) 875,486 794,212 735,665 716,260 705,794 648,754 593,763 540,548 487,859 434,056 380,200 328,608 279,176

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

31,570 26,195 22,962 22,108 21,536 21,021 20,291 19,582 18,891 18,213 17,591 17,042 16,687

31,570 26,195 22,962 22,108 21,536 21,021 20,291 19,582 18,891 18,213 17,591 17,042 16,687

96,481 87,399 39,141 36,575 33,990 33,160 31,967 30,932 30,626 31,275 31,306 29,987 28,729

54,868 50,898 39,141 36,575 33,990 33,160 31,967 30,932 30,626 31,275 31,306 29,987 28,729

41,613 36,501

128,051 113,594 62,103 58,683 55,526 54,181 52,258 50,514 49,517 49,488 48,897 47,029 45,416

△ 49.5

54.1

平成38年度

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

△ 53.0 △ 53.4 △ 51.4

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 43.7 44.6

△ 63.8 △ 59.9 △ 56.0 △ 54.9 △ 53.3 △ 51.8赤 字 比 率 （ ×100 ）

53.8 52.9 52.6 53.3

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

49.9 51.2 52.7 53.0 53.5 54.0

平成35年度 平成36年度 平成37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成33年度 平成34年度

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

△ 51.6

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)
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